
東広島 市 工事成 績 評定要 領  

 

平 成 19 年 4 月 １ 日 制 定  

平 成 21 年 4 月 １ 日 改 正  

平 成 23 年 4 月 １ 日 改 正  

平 成 25 年 4 月 １ 日 改 正  

平 成 26 年 5 月 １ 日 改 正  

平 成 30 年 12 月 1 日 改 正  

令 和 3 年 5 月 1 日 改 正  

（目的 ）  

第１条  この要 領 は、市長 が発注 す る建設 工 事（ 以下「工 事 」という 。）の成績 評

定 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る こ と に よ り 、 厳 正 か つ 的 確 な 評 定 の 実 施 を 図 り 、

もって 請 負業者 の 適正な 選 定及び 指 導に資 す ること を 目的と す る。  

（対象 工 事）  

第２条  成績評 定 の対象 と なる工 事 は、請 負 金額が 500 万円を 超える 請 負工事 と

す る 。 た だ し 、 次 に 掲 げ る 工 事 の う ち 市 長 が 必 要 な い と 認 め た も の は 、 評 定 の

対象と し ないこ と ができ る 。  

(１ ) 電気 、ガス 、 水道又 は 電話の 引 込工事  

(２ ) 部品 交換等 の 単純工 事  

(３ ) 災害 復旧工 事  

（評定 事 項）  

第３条   成績評 定 は、次 の 各号に 掲 げる事 項 につい て 行うも の とする 。  

(１ ) 施工 体制  

(２ ) 施工 状況  

(３ ) 出来 形及び 出 来ばえ  

(４ ) 工事 特性  

(５ ) 創意 工夫  

(６ ) 社会 性等  

(７ ) 法令 遵守等  

（評定 者 ）  

第４条  成績評 定 を行う 者（以下「 評定者 」という 。）は、請 負 工事に つ いて、監

督 を 行 う 者 で 、 建 設 工 事 監 督 事 務 取 扱 要 綱 第 ３ 条 に 規 定 す る 主 任 監 督 員 、 監 督

員及び 検 査を行 う 者（以 下 「検査 員 」とい う。）とす る 。  

（評定 の 方法）  

第５条  成績評 定 は、工 事 ごとに 独 立して 行 うもの と する。  

２  工 事 成績の 採 点は、 工 事成績 評 定書（ 別 記様式 第 1 号） に より行 う ものと す

る。  

３  項 目 別 評 点 の 算 出 は 、 別 表 第 １ か ら 別 表 第 ５ ま で に 定 め る 基 準 に 従 い 算 出 す

るもの と する。  

（評定 の 時期）  



 

 

第 ６ 条  成 績 評 定 を 行 う 時 期 は 、 主 任 監 督 員 及 び 監 督 員 が 評 定 者 の 場 合 は 工 事 が

完 成 し た と き 、 検 査 員 が 評 定 者 の 場 合 は 中 間 検 査 及 び 完 成 検 査 を 実 施 し た と き

とする 。  

（成績 評 定結果 の 報告）  

第 ７ 条  検 査 課 長 は 、 毎 年 ５ 月 末 ま で に 工 事 成 績 評 定 の 結 果 を 契 約 課 長 に 通 知 す

るもの と する。  

２  契 約 課 長 は 、 前 項 の 通 知 後 、 延 滞 な く 東 広 島 市 建 設 業 者 等 選 定 審 査 会 に そ の

内容を 報 告する も のとす る 。  

（評定 の 結果の 通 知等）  

第 ８ 条  成 績 評 定 の 結 果 に つ い て は 、 工 事 成 績 評 定 通 知 書 （ 別 記 様 式 第 ２ 号 ） に

より当 該 工事の 請 負者に 通 知する も のとす る 。  

２  検 査 課長は 、前項の 通 知をし た 後に、工 事成績 評 定点公 表 実施要 領（平成 19

年４月 １ 日制定 ） の定め る ところ に より当 該 結果を 公 表する も のとす る 。  

（説明 請 求）  

第 ９ 条  前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 通 知 を 受 け た 請 負 者 は 、 通 知 を 受 け た 日 か ら 起

算して 14 日以内 に 、別記 様 式第３ 号 により 、工事成 績 の内容 に ついて 書 面で説

明を求 め ること が できる も のとす る 。  

２  前 項 の規定 に よる提 出 窓口は 、 総務部 検 査課と す る。  

（説明 請 求に対 す る回答 ）  

第 10 条   前条の 規 定によ り 説明等 を 求めら れ た場合 は 、工事成 績 評定に か かる説

明書（ 別 記様式 第 ４号） に より回 答 するも の とする 。  

２  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 回 答 す る 場 合 は 、 必 要 に 応 じ 工 事 成 績 評 定 審 査 会

設置基 準（平成 19 年４月 １ 日制定 ）に定め る 工事成 績 評定審 査 会に意 見 を求め

るもの と する。  

（評定 結 果の修 正 ）  

第 11 条  市長は 、第７条 の 規定に よ り成績 評 定の結 果 を通知 し た後 、当 該結果 を

修 正 す る 特 段 の 事 由 が 生 じ た 場 合 は 、 工 事 成 績 評 定 審 査 会 に 諮 り 当 該 結 果 を 修

正する も のとす る 。  

２  前 項 の 修 正 を 行 っ た と き は 、 そ の 結 果 を 別 記 様 式 第 ２ 号 に よ り 当 該 工 事 の 請

負 者 に 通 知 す る も の と す る と と も に 、 第 ８ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 従 い 公 表 す る も の

とする 。  

 

附  則  

この要 領 は、令 和 3 年 5 月 1 日から 施行す る 。  

別表第 １  

別表第 ２  

別表第 ３  

別表第 ４  

別表第 ５  



 

 

別記様 式 第１号  

別記様 式 第２号  

別記様 式 第３号  

別記様 式 第４号  


